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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第75期

第１四半期
連結累計期間

第76期
第１四半期
連結累計期間

第75期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2022年４月１日
至　2022年６月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （千円） 6,871,922 7,070,869 27,960,301

経常利益 （千円） 1,014,898 385,499 2,440,210

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 706,931 258,721 1,689,505

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 748,676 373,680 2,013,214

純資産額 （千円） 22,509,623 23,443,186 23,274,487

総資産額 （千円） 30,203,001 32,344,433 32,326,945

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 87.45 32.60 209.60

自己資本比率 （％） 74.5 72.5 72.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．１株当たり四半期（当期）純利益の算定に当たり控除する自己株式には、役員向け株式交付信託及び従業員

向け株式交付信託が保有する当社株式を含めております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社２社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期における事業環境は、新型コロナウイルス感染症の第７波の感染拡大が見込まれるなか、社会経済

活動に制限を設けない動きが見られるものの、ウクライナ情勢の長期紛争による原材料およびエネルギー価格の高

止まり、為替相場における急激な円安に見舞われ、依然として先行き不透明な状況で推移しました。また、住宅市

場におきましては、４月、５月の新設住宅着工戸数は、貸家及び分譲住宅は底堅く推移しているものの持家は弱い

動きとなり全体累計では、前年比やや減少となりました。今後、マンション価格の高騰および建築資材の高騰によ

る戸建住宅価格の上昇により、住宅取得マインドの低下が懸念されます。

　このような状況のなか、当社グループは、中期経営計画「Innovation for 2022」に掲げた水まわり商品を通し

て、環境にやさしく快適な水まわりによる生活の豊かさの実現に向け、お客様への新たな価値の提供をめざした事

業基盤づくりに取り組んでまいりました。

　新型コロナウイルス感染拡大長期化の影響で衛生面に対する意識が高くなり、玄関や２階に２台目の洗面台を設

けたいという要望が増え、コンパクトで省スペースな洗面台が望まれています。このようなニーズに合わせコンパ

クトな洗面台にもマッチするスリムボディ洗面用水栓を発売しました。従来からの使い勝手を維持しながらスリム

な外観を実現しました。

　当社は、ＫＰＳ（KVK　Production　System）活動を柱に最適生産をめざし、あらゆる無駄の排除とコスト競争力

の強化を推し進めています。多品種少量生産に対応すべく、組立工程では段取り時間の短縮、また、物流工程では

受注、ピッキング、梱包、出荷までのリードタイム短縮にそれぞれ取り組み、生産性の向上に努めています。受注

から出荷までのリードタイム短縮を図り、お客様の手元へタイミングよくお届けできる仕組みづくりを進めていき

ます。

　また、生産能力増強のための新工場棟の増設は、本年度の完成に向けて順調に進捗しております。

　当第１四半期の連結業績につきましては、売上高は、住宅リフォーム需要の高まりやＣＭ効果により、7,070百万

円（前年同期比2.9％増）となりました。利益面では、４月より一部製品価格の値上げを行いましたが、値上げ額を

算定した時期よりもさらに原材料価格が上昇し円安が高止まりした事による製造コスト増加分を吸収しきれず、営

業利益は369百万円（前年同期比62.7％減）、経常利益は385百万円（前年同期比62.0％減）となりました。親会社

株主に帰属する四半期純利益は、258百万円（前年同期比63.4％減）となりました。想定を上回る原材料価格の高騰

や円安傾向による製造コスト増加に対し、10月以降再度の値上げによる価格改定を行い収益を改善していきます。

　セグメント別の業績は以下の通りです。

　日本におきましては、売上高は6,949百万円（前年同期比2.2％増）、営業利益は490百万円（前年同期比54.5％

減）となりました。売上に関しましては、住宅設備機器メーカーからの受注が順調に推移し、前年同期比9.6％増加

しました。利益に関しましては、原材料価格の高止まりや急激な円安による製造コスト増加分を吸収しきれず、営

業利益は減少しました。

　中国におきましては、中国国内の外部顧客への売上高およびグループ間の取引高の増加により、売上高は1,811百

万円（前年同期比32.5％増）、原材料価格の高騰及び為替の影響があるもののグループ間取引価格の見直しによる

売上の増加に伴い、営業利益は42百万円（前年同期比3.4％増）となりました。

　フィリピンにおきましては、グループ間のみの売買取引となります。
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(2) 財政状態の分析

　資産は、前連結会計年度末に比べ17百万円増加し、32,344百万円となりました。これは主に現金及び預金が363百

万円減少した一方で、有形固定資産が372百万円増加したことによります。

　負債は、前連結会計年度末に比べ151百万円減少し、8,901百万円となりました。これは主に未払法人税等が167百

万円減少したことによります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ168百万円増加し、23,443百万円となりました。この結果、自己資本比率は

72.5％（前連結会計年度末は72.0％）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は78百万円であります。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,120,500

計 23,120,500

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2022年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 8,347,078 8,347,078
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式であ
り、単元株式数は100
株であります。

計 8,347,078 8,347,078 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 8,347,078 － 2,854,934 － 3,023,334

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
１（１）②発行済株式
の「内容」欄に記載の
とおりであります。普通株式 150,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,186,200 81,862 同上

単元未満株式 普通株式 10,578 － －

発行済株式総数  8,347,078 － －

総株主の議決権  － 81,862 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、

それぞれ200株及び65株が含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式

に係る議決権の数２個が含まれております。

　　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式14株が含まれております。

　　　　３．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式234,000株

（議決権2,340個）、従業員向け株式交付信託が保有する当社株式27,400株（議決権274個）が含まれており

ます。なお、役員向け株式交付信託が保有する当該議決権の数2,340個は、議決権不行使となっておりま

す。

 

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社ＫＶＫ

岐阜県加茂郡富加町

高畑字稲荷641番地
150,300 － 150,300 1.80

計 － 150,300 － 150,300 1.80

　（注）１．2022年６月30日現在の当社保有の自己株式数は150,314株であります。

２．役員向け株式交付信託が保有する当社株式234,000株、従業員向け株式交付信託が保有する当社株式27,400

株は、上記自己株式には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から

2022年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人コスモスによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,101,643 5,738,207

受取手形 1,478,989 1,419,341

売掛金 3,704,706 3,629,341

電子記録債権 5,286,372 5,133,574

商品及び製品 891,136 949,486

仕掛品 1,142,289 1,171,925

原材料及び貯蔵品 1,783,516 1,790,612

その他 369,817 431,999

貸倒引当金 △107,000 △77,700

流動資産合計 20,651,471 20,186,788

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 3,047,438 2,983,926

土地 1,739,519 1,748,359

その他（純額） 2,122,432 2,549,218

有形固定資産合計 6,909,390 7,281,504

無形固定資産 182,587 210,365

投資その他の資産   

投資有価証券 1,321,767 1,456,764

投資不動産 2,483,095 2,469,639

退職給付に係る資産 448,170 459,957

その他 330,461 279,413

投資その他の資産合計 4,583,495 4,665,775

固定資産合計 11,675,473 12,157,645

資産合計 32,326,945 32,344,433
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,674,117 1,757,235

電子記録債務 4,190,789 3,986,214

未払法人税等 251,130 83,659

賞与引当金 455,933 229,681

製品保証引当金 126,000 127,000

その他 1,825,278 2,178,923

流動負債合計 8,523,249 8,362,714

固定負債   

退職給付に係る負債 74,267 75,153

役員株式給付引当金 319,346 327,604

従業員株式給付引当金 1,853 2,358

その他 133,741 133,415

固定負債合計 529,208 538,532

負債合計 9,052,458 8,901,246

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,854,934 2,854,934

資本剰余金 3,023,334 3,023,334

利益剰余金 17,657,246 17,711,048

自己株式 △704,564 △704,626

株主資本合計 22,830,950 22,884,691

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 164,773 153,705

為替換算調整勘定 291,642 416,126

退職給付に係る調整累計額 △12,879 △11,336

その他の包括利益累計額合計 443,536 558,495

純資産合計 23,274,487 23,443,186

負債純資産合計 32,326,945 32,344,433
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 6,871,922 7,070,869

売上原価 4,779,464 5,521,950

売上総利益 2,092,458 1,548,918

販売費及び一般管理費 1,099,617 1,179,039

営業利益 992,840 369,878

営業外収益   

受取利息 154 169

受取配当金 3,255 3,850

投資不動産賃貸料 43,427 42,486

その他 20,931 28,437

営業外収益合計 67,768 74,943

営業外費用   

売上割引 11,516 11,032

投資不動産賃貸費用 28,088 21,432

為替差損 5,394 26,659

その他 710 198

営業外費用合計 45,710 59,322

経常利益 1,014,898 385,499

特別損失   

固定資産除却損 － 1,849

特別損失合計 － 1,849

税金等調整前四半期純利益 1,014,898 383,649

法人税、住民税及び事業税 161,205 68,638

法人税等調整額 146,760 56,290

法人税等合計 307,966 124,928

四半期純利益 706,931 258,721

親会社株主に帰属する四半期純利益 706,931 258,721
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 706,931 258,721

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,639 △11,068

為替換算調整勘定 36,910 124,484

退職給付に係る調整額 2,195 1,542

その他の包括利益合計 41,744 114,959

四半期包括利益 748,676 373,680

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 748,676 373,680
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表への影響はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

減価償却費 　　　　　　　　199,440千円 　　　　　　　　197,529千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月14日

取締役会
普通株式 208,670 25  2021年３月31日  2021年６月28日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金5,850千円及び従業員向け株式交付

信託が保有する当社株式に対する配当金742千円が含まれております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月12日

取締役会
普通株式 204,919 25  2022年３月31日  2022年６月24日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金5,850千円及び従業員向け株式交付

信託が保有する当社株式に対する配当金685千円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、給水栓・給排水金具・継手及び配管部材の製造・加工・仕入れ及び販売を主事業とする専
門メーカーで、所在地別セグメント情報を報告セグメントとしております。

 
Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 中国 フィリピン 計

売上高       

外部顧客への売上高 6,731,110 140,812 － 6,871,922 － 6,871,922

セグメント間の内部
売上高又は振替高

72,120 1,225,975 79,776 1,377,872 △1,377,872 －

計 6,803,230 1,366,787 79,776 8,249,794 △1,377,872 6,871,922

セグメント利益 1,079,661 40,979 5,737 1,126,378 △133,538 992,840

（注）１.　セグメント利益の調整額△133,538千円には、セグメント間取引消去11,293千円、各報告セグメン
トに配分していない全社費用△161,312千円、棚卸資産の調整額16,480千円が含まれております。
全社費用は、主に親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 日本 中国 フィリピン 計

売上高       

外部顧客への売上高 6,880,782 190,086 － 7,070,869 － 7,070,869

セグメント間の内部
売上高又は振替高

69,079 1,620,960 69,065 1,759,106 △1,759,106 －

計 6,949,862 1,811,047 69,065 8,829,975 △1,759,106 7,070,869

セグメント利益 490,869 42,360 76 533,306 △163,427 369,878

（注）１.　セグメント利益の調整額△163,427千円には、セグメント間取引消去14,784千円、各報告セグメン
トに配分していない全社費用△132,347千円、棚卸資産の調整額△45,864千円が含まれておりま
す。全社費用は、主に親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

２.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

（単位：千円）

 売上高

シャワー付湯水混合水栓 2,253,218

湯水混合水栓 2,714,533

単独水栓 844,045

その他 1,060,124

顧客との契約から生じる収益 6,871,922

その他の収益 －

外部顧客への売上高 6,871,922
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当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

 売上高

シャワー付湯水混合水栓 2,292,936

湯水混合水栓 2,955,777

単独水栓 853,697

その他 968,457

顧客との契約から生じる収益 7,070,869

その他の収益 －

外部顧客への売上高 7,070,869

（注）当第１四半期連結会計期間の期首より、製品の使用場所と機能面を考慮して製品区分を変更しておりま

す。この変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の製品区分別金額を組み替えて表示しており

ます。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 87円45銭 32円60銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 706,931 258,721

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
706,931 258,721

普通株式の期中平均株式数（株） 8,083,132 7,935,354

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数に、役員向け株式交付

信託が保有する当社株式（前第１四半期連結累計期間234,000株、当第１四半期連結累計期間234,000株）及び

従業員向け株式交付信託が保有する当社株式（前第１四半期連結累計期間29,600株、当第１四半期連結累計期

間27,400株）を含めております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

2022年５月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………204,919千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2022年６月24日

　（注）１．2022年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金5,850千円及び従業員向

け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金685千円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

2022年８月12日

株式会社ＫＶＫ

取締役会　御中

 

 

監査法人コスモス

愛知県名古屋市

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 岩村　豊正

 

 業務執行社員  公認会計士 長坂　尚徳

 

 

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＫＶＫ
の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月30
日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ
ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ
た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＫＶＫ及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態及び
同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点に
おいて認められなかった。
 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ
た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入
手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー
手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され
る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど
うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において
四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が
適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人
の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務
諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ
せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査
人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な
発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

 

　以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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